








● ● ● 継続事業 ● ● ●

部門

チャレンジ部門（新規設立団体向け）

ステップアップ部門（既存団体向け）

集落部門（区、常会向け）

補助率

10/10以内

1/2以内

10/10以内

上限

20万円

20万円

５万円

団体名

Ｓ.Ｉ.Ｔ.Ｅ.（サイト）

四ツ谷まちづくり研究会

事業名

佐久穂町国際ツーリズム（体験型観光）啓発事業

四ツ谷エリアまち歩きマップづくり

団体名

宿岩ヘルスの会

馬越ふれあいの森

事業名

介護予防を地域ぐるみではじめましょう

馬越ふれあいの森管理運営事業

お問合せ先：佐久穂町役場　総合政策課　政策推進係　0267-86-2553

「広報さくほ」では、企業の皆様からの広告を掲
載しております。広告を出したいが、どこに出せ
ばよいかお困りの方、広告の範囲拡大を検討して
いる方、「広報さくほ」をぜひご利用ください。
町内業者は、この大きさ（44m×85ｍｍ）で2,500円

　お問合せ先：総合政策課　情報政策係 
　　　　　　　0267-86-2553

［広告欄］

　コミュニティ団体が主体となり企画実施する「まち活性化事業」に対し、補助金を交付します。皆さまの
これまでの経験や保有する人脈、蓄積されたノウハウ等を活かした事業提案をお待ちしています。
　詳細はホームページに掲載する「募集の手引き」をご覧ください。
　補助の対象となる事業かどうかまずは事前相談をお願いします。※相談日時要予約
　①事前相談　５月７日（火）～５月17日（金）
　②事業提案　５月20日（月）～５月31日（金）
　補助額：

　対象事業：
　コミュニティ団体が「まち活性化」のために主体的に取り組む事業で、
かつ新規に取り組むもの、または既存の事業に付加価値を付け発展的に
実施する事業。

＜平成30年度採択事業＞
■チャレンジ部門

■ステップアップ部門

「コミュニティ提案型まち活性化事業補助金」事業

無料相談 相続・遺言・農地のことなど
<毎月第２・４木曜日を予定、変更も有り>

５月９日（木）・23日（木） 10：00～12：00
相続・遺言セミナー ５月19日（日）14:00～16:00
※テーマ「相続法の改正」
　　会場：茂来館２階学習室　※ご予約の方優先
一般社団法人　全国相続協会相続支援センター会員
行政書士　竹内　達朗　（相続の窓口）

☎0267-86-3717　FAX 86-3727
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　平成31年度の一般会計歳入歳出予算の総額は、それぞれ89億6,300万円、役場庁舎の建築工事にともない前
年度比９億4,400万円の増額となっています。また、昨年に引き続き、選択と集中により町のコミュニティ創生
戦略の重要な課題に、重点的な予算配分を行うとともに、第1次行財政改革大綱を踏まえ、引き続き事業費等の
見直しを図っています。　

歳入の主なものにつきまして、
①町税は、10億2,279万円（11.4％）で前年度比756万円の増額です。固定資産税の増を見込んでいます。
③繰入金、繰越金は、13億615万円（14.6％）で前年度比５億1,646万円の増額です。これは、主に役場庁舎建
　設の財源となる公共施設等整備基金からの繰入金の増によるものです。
④地方交付税は、38億1,108万円（42.5％）で前年度比974万円の増額となり、ほぼ横ばいです。31年度は市町
　村合併による交付税の算定替（普通交付税の上乗せ）が行われる最終年度となります。
⑥国県支出金は、７億5,511万円（8.4％）で前年度比2,990万円の減額です。これは、主にの老人福祉費補助金
　の減に伴う県支出金の減によるものです。
⑦町債は、12億6,188万円（14.1％）で前年度比５億7,936万円の増額です。役場庁舎建設に係る市町村役場機
　能緊急保全事業債の増などによるものです。

平成31年度　佐久穂町の
　　一般会計当初予算を公表します

⇨

⇨

⇨
⇨

⇨

地域活性化推進事業（用地購入・新築補助）
道の駅基本計画策定
町内３保育園エアコン整備
町内３保育園園庭遊具更新
出生・成長祝金、給食費補助
町有林の更新伐・間伐・植林の実施
木育推進事業
商工業雇用促進事業・商工業振興事業

○地域活性化対策

○保育環境の充実

○子育て支援対策
○林業振興対策

○商工振興対策

町民１人あたりにすると
※住民基本台帳佐久穂町人口：11,133人（H31.２.22現在）

科目の説明

町民税、固定資産税、軽自動車税、
たばこ税
保育園入所者負担金、体育館使用
料、住民票の発行手数料など
町の基金から繰り入れる収入
前年度から繰り越す収入
町の財源を保障するため国から交
付され、自由に使える収入
国が国税として集めて、地方へ譲
与する収入
国や県から交付され、使い道が決
められている収入
道路などを造るためには多くの資金が必
要なため、銀行などから借りる収入（借金）

町が自主的に収入しうる収入

国や県から交付される収入

前年度と
比べると

679円
の増
1,642円
の減

46,390円
の増
875円
の増
573円
の増
2,686円
の減

52,040円
の増

34,125円
の増

50,668円
の増

科目名
１人あたり予算額
①町　税

91,870円
②分担金、使用料等

15,410円
③繰入金、繰越金

117,322円
④地方交付税

342,323円
⑤地方譲与税

12,512円
⑥国県支出金

67,826円
⑦町　債

113,346円
自主財源

247,992円
依存財源

557,092円

歳入予算
総額89億6,300万円

①町税
　10億2,279万円
　11.4%

②分担金、使用料等
　1億7,156万円
　1.9%

③繰入金、繰越金
　13億615万円
　14.6%

その他（財産収
入・諸収入等）
2億6,040万円
2.9%

④地方交付税
　38億1,108万円
　42.5%

⑤地方譲与税
　1億3,930万円
　1.6%

⑥国県支出金
　7億5,511万円
　8.4%

⑦町債
　12億6,188万円
　14.1%

その他交付金等
2億3,473万円
2.6%

自主
財源

依存財源

（※１万円未満四捨五入）
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